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生徒指導提要の改訂に係る御意見 
 

 

 

 

 

意見書一覧 

（１） 生徒指導提要の改訂に関する意見書 

名古屋市子どもの権利擁護委員（９月３日） 
 

（２） 生徒指導提要の改訂に関する意見書 

      埼玉県北本市議会（９月 28 日） 
 

（３） 『生徒指導提要』の改訂に関する意見書 

      日本生活指導学会（10 月５日） 
 

（４） 子どもの権利条約に基づく生徒指導がなされるよう、子供の権利主体

を踏まえた生徒指導提要の改訂を求める会長声明 

      愛知県弁護士会（10 月７日） 
 

（５） 校則見直しガイドライン 

      一般社団法人日本若者協議会（10 月末日） 
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令和3年10⽉吉⽇ 

⽂部科学省        御中 

各都道府県知事      御中 

各都道府県市町教育委員会 御中 

⼀般社団法⼈⽇本若者協議会 

 

校則⾒直しガイドライン 

 

１．本ガイドライン策定の趣旨 

 これまで⽇本若者協議会では、理不尽な校則⾒直しや「学校内⺠主主義」（校⻑だけで意

思決定するのではなく⽣徒・教員・保護者なども交えた意思決定）の実現を⽂部科学省など

に対して訴えてきました。その結果、令和3年6⽉に⽂部科学省から各教育委員会に対して

理不尽な校則⾒直しや、⽣徒・保護者も交えた校則⾒直しの事例が紹介され、今後全国的に

学校内で⽣徒も含めた校則の⾒直しが加速することが想定されます。 

 

 ⼀⽅、校則の内容については、⽣徒指導提要（平成22年3⽉⽂部科学省）において⽰され

ているとおり、「学校が教育⽬的を達成するために必要かつ合理的な範囲内において定めら

れるもの」とされています。しかし、その範囲は曖昧であり、児童⽣徒への⼈権侵害や、健

康を害する校則、学校外での⾏動を不合理に制約する校則などのような、理不尽な校則の⾒

直しが多くの学校で必要な状況にあるのではないでしょうか。 

 

 校則は歴史的には、児童⽣徒の⾏動を制約するものであり、過去の判例もそれを⽀持して

きましたが、それが校則を通じた学校における深刻な⼈権侵害につながってきた歴史もわれ

われは直視する必要があると考えます。 
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 また、児童⽣徒が⾝近な「社会」である学校のルール作りに参加していくことは、⼦ども

の権利条約で認められている権利（第12条＝意⾒表明権）としてだけでなく、主権者教育

の⼀環としても⾮常に意義深いものがあります。 

しかし、これまでさまざまな点において細かく校則を定めてきた既存の延⻑線上でしか考え

られず、必要以上に⾃らを制約し、細かくルールを定めてしまう、少数者の権利が尊重され

ないといった学校の事例も散⾒されます。 

 

 そこで、令和3年6⽉に設置した「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」の議論内容を

踏まえ、児童⽣徒、保護者、校⻑・教職員のみなさまの校則に関する考え⽅やその⾒直しの

⽅法の共通認識を作っていただくため、以下「校則⾒直しガイドライン」を策定し公表いた

します。 

 

２．校則⾒直しの視点 

校則は、児童⽣徒を縛るためではなく、学ぶ権利を含む児童⽣徒の⾃由や⼈権を保障するた

めにある、という前提のもと、以下ガイドラインに沿って校則を⾒直していくべきだと考え

ます。 

 

⑴ 校則の内容は、憲法、法律、⼦どもの権利条約の範囲を逸脱しない 

 

基本的⼈権を尊重し、教職員が児童⽣徒への⼈権侵害を起こさないためには、公⽴/私⽴

学校問わず、校則といえども憲法、法律の範囲を逸脱しないことが前提となります。そ

の上で学校独⾃の校則を制定する場合は、下記⑵のように学校関係者（学校⻑・教職

員・児童⽣徒・保護者等）の間で議論し、決定します。 

憲法に逸脱している校則の代表例として、特定の制服や髪型、髪⾊を強制すること、そ

れを根拠に通学を認めないという校則があげられます。こうした校則は、憲法第13条

「⾃⼰決定権」、憲法第14条「法の下の平等」、憲法第26条「教育を受ける権利」の観

点から撤廃すべきだと考えます。 
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また、教育基本法第10条「⽗⺟その他の保護者は、⼦の教育について第⼀義的責任を有

するものであって、⽣活のために必要な習慣を⾝に付けさせるとともに、⾃⽴⼼を育成

し、⼼⾝の調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。」の観点から、外泊禁⽌の

ような、校外⽣活については校則の範囲外とすべきです。 

こうした考えをもとに、校則の内容は、学校内での最低限のルールにとどめ、学校内で

も治外法権にはせず、⽇本の国内法・条例の⽀配下にあることを確認します。また地域

住⺠にもその⽅針を共有していく努⼒をしていく必要があります。 

 

※この原則のもと、全ての学校で学校⻑や教職員がまず憲法、法律、⼦どもの権利条約

に逸脱する項⽬がないかを検証する作業を⾏い、憲法や法律の範囲を逸脱している校則

は学校にすぐさま撤廃してもらいたいと考えています。 

 

⑵ 校則の⾒直し・制定は、学校⻑、教職員、児童⽣徒、保護者等で構成される校

則検討委員会や学校運営協議会等で決定する 

 

校則は、校⻑・教職員・児童⽣徒・保護者等で構成される⾒直しのための組織（校則検

討委員会、学校運営協議会等）で、制定・改廃が⾏われる必要があります。この際、児

童⽣徒から意⾒を聞いても全く反映されない、あるいは学校⻑・教職員から納得のいく

説明がなければ、かえって児童⽣徒に学習性無⼒感を⽣むことになり、教育活動として

も不適切だと考えます。そのため検討や議決の場にも児童⽣徒が参加し、1⼈1票の投票

で決するなど、決定⽅法についても事前に明確化することが必要です。会議の内容は、

透明性を⾼めるために、他の児童⽣徒等の傍聴を可能にすると同時に、議事録を残し、

後から決定理由について確認が可能な状態にします。 

また、⽣徒会（児童会）役員や児童⽣徒有志の組織は、⾃分たちの意⾒を集約するため

に、アンケートやその他適切な⽅法で意⾒を聴取し、各意⾒を尊重します。その際、児

童⽣徒の「本⾳」を引き出すために、児童⽣徒のみでの話し合いや、匿名アンケートな

どの⼯夫を⾏います。 
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その上で、適宜必要に応じて、弁護⼠や外部コーディネーター・ファシリテーターなど

の専⾨家も議論に参加してもらい、法的なアドバイスや、より建設的な議論になるよう

アドバイスやサポートを受けます。 

学校の児童⽣徒や教職員は毎年変化するため、校則の⾒直しは、継続される必要があり

ます。そのため、少なくとも年1回は、この仕組みにより校則の⾒直しを⾏います。 

 

⑶ すべての児童・⽣徒に「合理的配慮」を⾏い、少数の声に配慮する 

 

障害者の権利に関する条約第24条では、教育現場において障害者に対する「合理的配

慮」が求められています。障害者ではなくても、「みんなが同じでなければならない」

という校則があると、学習への⽀障や苦痛を感じる児童⽣徒が⼀定数存在することは避

けられません。そのため、多様な児童⽣徒の個性を尊重し、包摂する校則になるように

「合理的配慮」を⾏います。 

また教職員にも、疾病・障害、介護、妊娠育児など「合理的配慮」が必要な⼈がいるこ

とを、児童⽣徒・保護者も理解し、校則だけでなく学校教育活動の中で相互に権利と尊

厳を尊重し、実現していくことが重要です。 

 

⑷ 校則はホームページに公開する 

 

校則は、その制定理由や違反時の懲戒・指導を含め、在校⽣だけでなく、⼊学予定者や

地域住⺠が校則を確認可能な状態にします。また、保護者や地域住⺠も、児童⽣徒の私

⽣活まで学校に管理を委ねないように意識を改める必要があります。 

 

⑸ ⽣徒⼿帳等に、憲法と⼦どもの権利条約を明記する 

 

⽇本国憲法第11条に定める基本的⼈権、⼦どもの権利条約に定める最善の利益の実現、

意⾒表明権などについて、児童⽣徒、保護者、校⻑・教職員等の学校のステークホルダ
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ーの全てが学び、その重要性を共有します。⽣徒⼿帳等に主な条項を記載するだけでな

く、新学年の始めや⽇常の授業など学校内で学ぶ機会も積極的に作ります。 

また、児童⽣徒が校則や⼦どもの権利について、外部の専⾨家に相談できるように、各

都道府県の弁護⼠会の連絡先を載せるなどの⼯夫も考えられます。 

 

■⽇本若者協議会「校則⾒直しガイドライン」解説  

https://drive.google.com/file/d/1qE-Ad9LnMkjr8wc8YgLNq9rkLErwfgpN/view?usp=

sharing 

 

参考資料 

・⽇本若者協議会「学校内⺠主主義」提⾔ https://youthconference.jp/archives/25

14/ 

・第⼀回「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」https://youthconference.jp/archiv

es/3647/ 

・第⼆回「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」https://youthconference.jp/archiv

es/3662/ 

・第三回「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」https://youthconference.jp/archiv

es/3752/ 

・第四回「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」https://youthconference.jp/archiv

es/3754/ 

・「校則⾒直しガイドライン」案パブリックコメント結果https://youthconference.jp/

archives/4088/ 

・第五回「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」https://youthconference.jp/archiv

es/4112/ 
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「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」 

 

 

校則⾒直しの際の判断軸になるガイドラインを作成するために、⾼校⽣だけでなく学校

関係者や有識者も含めて令和3年6⽉に設置。事務局は⽇本若者協議会。 

 

（敬称略） 

検討会議 開催経緯（主なテーマ、委員） 

 第⼀回（令和3年7⽉17⽇） 
 ・事務局からの「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」設置趣旨説明 

 ・各委員からの問題提起、ガイドラインの⽅向性について 

  ガイドラインに落とし込む上での論点整理、校則の法的な位置付け、憲法と校則の関係、など 

  内⽥良   名古屋⼤学⼤学院教育発達科学研究科・准教授 

  後藤富和  弁護⼠ 

 第⼆回（令和3年7⽉22⽇） 
 ・各委員からの問題提起、ガイドラインの⽅向性について 

 ・これまで学校内で議論しての課題や必要だと思うガイドラインの⽅向性、これまでの先⾏事  

例で⾒えてきた課題など 

  藤⽥ 星流  東京⼤学教育学部附属中等教育学校6年 

  ⼭本 晃史  認定NPO法⼈カタリバ「ルールメイカー育成プロジェクト」担当 

 第三回（令和3年8⽉12⽇） 
 ・各委員からの問題提起、ガイドラインの⽅向性について 

 ・学校管理職の⽴場から⾒た校則指導や校則の意味合い、児童⽣徒・保護者を交えた意思決   

定、⼦どもの⼈権から⾒た校則や学校内での意思決定など 

  ⻄郷 孝彦   元世⽥⾕区⽴桜丘中学校校⻑ 

  末冨 芳   ⽇本⼤学⽂理学部教授 
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 第四回（令和3年8⽉23⽇） 
 ・各委員からの問題提起、ガイドラインの⽅向性について 

 ・現役の⾼校⽣、教員からの視点、これまでの議論を踏まえたガイドライン案など 

  上⼭ 遥⾹  奈良⼥⼦⼤学附属中等教育学校5年 

  ⻫藤 ひでみ 公⽴⾼校教員 

 第五回（令和3年9⽉24⽇） 
  パブリックコメント結果の共有、ガイドライン案について検討 

 

 

「校則⾒直しガイドライン作成検討会議」委員（敬称略、順不同）所属先は2021年9⽉時点 

 

 

上⼭ 遥⾹  奈良⼥⼦⼤学附属中等教育学校5年 

内⽥ 良   名古屋⼤学⼤学院教育発達科学研究科・准教授 

後藤 富和  弁護⼠ 

⻄郷 孝彦    元世⽥⾕区⽴桜丘中学校校⻑ 

⻫藤 ひでみ 公⽴⾼校教員 

末冨 芳   ⽇本⼤学⽂理学部教授 

藤⽥ 星流  東京⼤学教育学部附属中等教育学校6年 

⼭本 晃史  認定NPO法⼈カタリバ「ルールメイカー育成プロジェクト」担当 

 

以上 




